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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税及び地方消費税（以下消費税等という）は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

回次 
第103期 

第３四半期連結
累計期間 

第103期 
第３四半期連結

会計期間 
第102期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円） 2,832,984 818,467 3,523,086 

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
△110,107 △174,295 94,330 

当期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
△82,055 △112,567 35,152 

純資産額（百万円） － 370,562 469,726 

総資産額（百万円） － 1,503,850 1,627,903 

１株当たり純資産額（円） － 400.58 522.84 

１株当たり当期純利益金額又は四

半期純損失金額（円） 
△96.86 △132.88 46.72 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － 44.98 

自己資本比率（％） － 22.6 27.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△11,872 － △4,214 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△42,689 － △32,805 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
92,259 － △5,229 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ 118,273 82,674 

従業員数（名） － 6,453 6,295 
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２【事業の内容】 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 12月決算の連結子会社については平成20年９月30日現在の従業員数を記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

(連結子会社)          
克斯莫石化貿易(上海)

有限公司 
中国 300千US$ その他の事業 100.0 

植物生長剤・肥料の販売 

役員の兼任等あり  

平成20年12月31日現在

従業員数（名） 6,453 (2,927) 

平成20年12月31日現在

従業員数（名） 2,093   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 自家燃料は除いております。 

２ 委託処理分を含み、受託処理分は除いております。 

３ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

４ 上記の金額にセグメント間の生産高は含まれておりません。 

(2)受注状況 

当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

（注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 揮発油の金額には、揮発油税及び地方道路税が含まれております。 

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の金額にセグメント間の販売高は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

  揮発油・ナフサ (百万円) 134,630 

  灯油・軽油 (百万円) 195,347 

石油事業 重油 (百万円) 112,120 

  その他 (百万円) 29,180 

  小計 (百万円) 471,278 

石油開発事業 (百万円) 8,080 

合計 (百万円) 479,359 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円) 

その他の事業 2,553 6,885 

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

  揮発油・ナフサ (百万円) 369,426 

  灯油・軽油 (百万円) 252,086 

石油事業 重油 (百万円) 115,387 

  その他 (百万円) 62,218 

  小計 (百万円) 799,119 

石油開発事業 (百万円) 10,503 

その他の事業 (百万円) 8,844 

合計 (百万円) 818,467 
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２【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。   

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年２月12日）現在において当社グループが判断したも

のであります。  

(1）業績の状況  

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、欧米における金融危機の深刻化が景気の一層の下振れ懸念とな

る中、株式・為替市況ともに大幅に影響を受けるのと同時に、景気の状況はさらに厳しさを増しました。そうした中

で石油業界におきましては、景気減退に伴い、国内需要は減少傾向をたどりました。 

 原油価格については、第３四半期期初は１バーレル89ドル台であったドバイ原油は、世界的な経済不安の影響を大

きく受け、第３四半期連結会計期間においては下落し続け、期末は36ドル台となりました。 

 為替相場については、米国経済の減速懸念から円高に推移し、一時１ドル90円台を割り込む状況も見られ、期末に

は１ドル91円台となりました。 

 このような経営環境の下、当社グループは平成20年度を初年度とする「第３次連結中期経営計画（平成20～22年

度）」で掲げた石油精製販売事業の収益基盤の再強化、石油開発及び石油化学分野での成長戦略の加速を実現すべ

く、各施策を実行してまいりました。 

 こうした経営活動の結果、当第３四半期連結会計期間の連結経営成績は、売上高8,185億円、営業損失1,716億円、

経常損失1,743億円、四半期純損失1,126億円となりました。 

 なお、各セグメントの経営成績の状況は以下の通りです。 

[石油事業]  

 石油製品事業につきましては、原油価格の急落に伴い製品市況も同様に下落し、また、販売数量は、ガソリン及び

産業燃料用を中心に消費の抑制や燃料転換などにより国内需要は減少いたしました。さらに、原油価格等の下落によ

るたな卸資産の在庫評価の影響が売上原価を大幅に押し上げました。 

 石油化学事業につきましても、需要減に伴い低調な推移となりました。 

 以上の結果、石油事業の経営成績は、売上高7,993億円、営業損失1,900億円となりました。  

[石油開発事業]  

 石油開発事業につきましては、原油価格の下落で利益率が縮小したものの、売上高275億円、営業利益163億円とな

りました。 

[その他の事業]  

 その他の事業につきましては、引き続き合理化・効率化に努め、売上高258億円、営業利益7億円となりました。 

(2）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の連結財政状態と致しましては、総資産は１兆5,039億円となり、前連結会計年度末

比1,240億円減少しております。これは、原油価格下落によりたな卸資産等が減少したことによるものです。純資産

は3,706億円と前連結会計年度末比991億円の減少となり、自己資本比率は22.6%となりました。 

(3）キャッシュ・フローの状況   

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,183億円となり、

第２四半期連結会計期間末の残高970億円に比し213億円の増加となっております。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、資金の増加は531億円となりました。これは、原油価格の変動により売上債権・たな卸資産が減

少し、仕入債務が減少したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、資金の減少は129億円となりました。これは、固定資産の取得による支出等によるものです。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果、資金の減少は179億円となりました。これは、運転資金及び長期借入金の返済による支出、並び

に中間配当金の支払い等によるものです。  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に変更はありません。 

(5）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、266百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新

設、除却等の計画はございません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数を含んでおりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,700,000,000 

計 1,700,000,000 

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年２月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 847,705,087 847,705,087 

 ㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

 ㈱大阪証券取引所 
（市場第一部） 

 ㈱名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数は1,000株であ
ります。 

計 847,705,087 847,705,087 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成17年8月30日取締役会決議（第４回無担保転換社債型新株予約権付社債） 

 （注）１ 本社債の残高を下記転換価額で除して得られた最大整数を表示しております。 

２  ①各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各本社債の発行価額と同額とします。 

②本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額（以下「転換価額」という。）は、金617円40

銭とします。 

なお、転換価額は以下に定めるところに従い調整されることがあります。 

当社は、本社債の発行後、当社が当社の普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社の

普通株式を新たに発行または当社の有する当社の普通株式を処分する場合（ただし、平成17年８月30日の

当社取締役会決議に基づく、第三者割当による当社の普通株式の発行を除く。）には、次に定める算式を

もって転換価額を調整します。なお、次式において、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式数か

ら、当社の有する当社の普通株式数を控除した数とします。 

  

また、当社は、当社の普通株式の分割もしくは併合の場合または時価を下回る価額をもって当社の普通株

式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしく

は新株予約権付社債を発行する場合等にも適宜転換価額を調整します。 

３ 新株予約権の行使により発行する当社の普通株式１株の発行価格は、各社債権者が行使請求のため提出した

本社債の発行価額の総額を、当該総額を転換価額で除して得られる最大整数（各交付株式数）で除した金額

とします。 

４ 新株予約権の行使により発行する当社の普通株式１株の資本組入額は、上記の本新株予約権行使により発行 

する当社の普通株式１株の発行価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り上げるものとします。       

 
第３四半期会計期間末現在 
（平成20年12月31日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 18,000 

新株予約権の数（個） 18,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は1,000株であります。 

新株予約権の目的となる株式の数（株）         29,154,518(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき      617.40(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年11月１日 

至 平成22年９月29日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 
(注)３・(注)４ 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以

後本新株予約権を行使することはできない。また、各本新

株予約権の一部については、行使請求することができな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
旧商法第341条ノ２第４項の定めにより、本新株予約権

または社債の一方のみを譲渡することはできない。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

        既発行 

株式数 
＋ 

新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額

調整後 

転換価額 
＝ 

調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

2009/02/09 20:20:4708529281/コスモ石油株式会社/四半期報告書/2008-12-31



（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 当第３四半期会計期間において、㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成20年12月１日付の大量保

有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成20年11月24日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有して

いる旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確

認ができません。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式総数
残高（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日  
－ 847,705 － 107,246 － 89,439 

  氏名又は名称 保有株券等の数（千株） 株券等保有割合（％） 

  ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 19,750 2.33 

  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 20,298 2.39 

 
三菱ＵＦＪセキュリティーズインターナショナ

ル  
1,753 0.21 

  三菱ＵＦＪ投信㈱ 2,988 0.35 

  三菱ＵＦＪファクター㈱ 1,500 0.18 

  エム・ユー投資顧問㈱  3,844 0.45 

  三菱ＵＦＪ住宅ローン保証㈱ 1,500 0.18 
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（６）【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして 

おります。 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株（議決権13個）含まれており 

    ます。  

②【自己株式等】 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式   232,000 
― 

単元株式数は1,000株でありま

す。 

（相互保有株式） 

普通株式  1,994,000 
― 

単元株式数は1,000株でありま

す。 

完全議決権株式（その他） 普通株式 844,682,000 844,682 
単元株式数は1,000株でありま

す。 

単元未満株式 普通株式   797,087 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 847,705,087 ― ― 

総株主の議決権 ― 844,682 ― 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(相互保有株式)          

共和産業海運㈱ 
東京都中央区日本

橋人形町1-3-8 
830,000 ―  830,000 0.09 

丸善石油化学㈱ 
東京都中央区八丁

堀2-25-10 
800,000 ―  800,000 0.09 

㈱キタセキ 
宮城県岩沼市相の

原3-1-6 
200,000 ―  200,000 0.02 

北日本石油㈱ 
東京都中央区日本

橋蛎殻町1-28-5 
164,000 ―  164,000 0.01 

(自己保有株式)          

コスモ石油㈱ 
東京都港区芝浦1-

1-1 
232,000 ―  232,000 0.02 

計  ― 2,226,000 ―  2,226,000 0.26 
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２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 356 444 453 391 338 321 263 242 294 

最低（円） 310 334 361 316 292 245 166 198 213 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 107,293 72,193

受取手形及び売掛金 253,503 293,549

有価証券 12,490 10,992

商品及び製品 ※1  98,365 ※1  117,060

半製品 56,781 86,254

原材料 50,054 93,530

未着原材料 45,913 125,177

仕掛品 3,355 2,425

その他のたな卸資産 14,742 15,644

その他 166,189 117,247

貸倒引当金 △338 △352

流動資産合計 808,351 933,721

固定資産   

有形固定資産   

土地 306,074 308,277

その他（純額） ※2  232,166 ※2  220,746

有形固定資産合計 538,240 529,023

無形固定資産 ※3  11,989 9,779

投資その他の資産   

その他 146,375 156,603

貸倒引当金 △1,106 △1,224

投資その他の資産合計 145,269 155,378

固定資産合計 695,499 694,182

資産合計 1,503,850 1,627,903

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 189,948 312,656

短期借入金 345,089 257,100

1年内償還予定の社債 － 2,500

未払金 196,082 163,493

未払法人税等 11,682 21,688

その他 37,706 54,589

流動負債合計 780,509 812,027

固定負債   

新株予約権付社債 18,000 18,000

長期借入金 257,297 244,004

特別修繕引当金 6,881 7,367

退職給付引当金 6,185 6,300

その他 64,412 70,476

固定負債合計 352,777 346,149

負債合計 1,133,287 1,158,176

2009/02/10 9:21:5608529281_コスモ石油株式会社_第３四半期報告書



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 107,246 107,246

資本剰余金 89,440 89,442

利益剰余金 126,303 215,388

自己株式 △129 △125

株主資本合計 322,861 411,952

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,402 5,909

繰延ヘッジ損益 4,729 14,603

土地再評価差額金 11,327 11,084

為替換算調整勘定 △985 △638

評価・換算差額等合計 16,473 30,960

少数株主持分 31,227 26,814

純資産合計 370,562 469,726

負債純資産合計 1,503,850 1,627,903
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 2,832,984

売上原価 2,829,044

売上総利益又は売上総損失（△） 3,940

販売費及び一般管理費 109,648

営業利益又は営業損失（△） △105,707

営業外収益  

受取利息 1,139

受取配当金 814

持分法による投資利益 2,365

その他 4,568

営業外収益合計 8,887

営業外費用  

支払利息 8,174

為替差損 1,756

その他 3,356

営業外費用合計 13,287

経常利益又は経常損失（△） △110,107

特別利益  

固定資産売却益 6,584

投資有価証券売却益 835

特別利益合計 7,420

特別損失  

固定資産売却損 109

固定資産処分損 2,492

減損損失 930

特別損失合計 3,532

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△106,219

法人税等 ※1  △27,452

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,289

四半期純利益又は四半期純損失（△） △82,055
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 818,467

売上原価 954,556

売上総利益又は売上総損失（△） △136,088

販売費及び一般管理費 ※1  35,488

営業利益又は営業損失（△） △171,576

営業外収益  

受取利息 264

受取配当金 176

為替差益 802

その他 1,126

営業外収益合計 2,369

営業外費用  

支払利息 2,767

持分法による投資損失 1,089

その他 1,231

営業外費用合計 5,088

経常利益又は経常損失（△） △174,295

特別利益  

固定資産売却益 128

投資有価証券売却益 706

特別利益合計 835

特別損失  

固定資産売却損 109

固定資産処分損 1,124

減損損失 295

特別損失合計 1,529

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△174,989

法人税等 ※2  △64,306

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,884

四半期純利益又は四半期純損失（△） △112,567

2009/02/10 9:21:5608529281_コスモ石油株式会社_第３四半期報告書



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △106,219

減価償却費 25,197

のれん償却額 53

固定資産処分損益（△は益） 2,492

減損損失 930

引当金の増減額（△は減少） △695

受取利息及び受取配当金 △1,954

支払利息 8,174

為替差損益（△は益） 2,185

持分法による投資損益（△は益） △2,365

固定資産売却損益（△は益） △6,475

生産物分与費用回収権の回収額 5,681

売上債権の増減額（△は増加） 39,590

たな卸資産の増減額（△は増加） 170,764

仕入債務の増減額（△は減少） △122,264

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,970

その他の流動負債の増減額（△は減少） 29,965

その他 △2,668

小計 44,363

利息及び配当金の受取額 4,461

利息の支払額 △7,810

法人税等の支払額 △52,887

営業活動によるキャッシュ・フロー △11,872

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △40,548

有形固定資産の売却による収入 9,851

投資有価証券の取得による支出 △1,624

無形固定資産及び長期前払費用等の取得による支
出

△8,908

短期貸付金の増減額（△は増加） △2,287

その他 827

投資活動によるキャッシュ・フロー △42,689

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 115,687

長期借入れによる収入 46,130

長期借入金の返済による支出 △59,891

社債の償還による支出 △2,500

配当金の支払額 △6,779

少数株主への配当金の支払額 △914

その他 527

財務活動によるキャッシュ・フロー 92,259

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,098

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35,599

現金及び現金同等物の期首残高 82,674

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  118,273
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項

の変更 

（1）連結の範囲の変更 

 システム機工㈱は、第１四半期連結

会計期間において所有株式をすべて売

却したため、連結の範囲から除外して

おります。 

 また、コスモエンジニアリング㈱

は、第１四半期連結会計期間において

コスモテクノサービス㈱を合併してお

ります。 

 克斯莫石化貿易（上海）有限公司

は、当第３四半期連結会計期間におい

て設立されたため、連結の範囲に含め

ております。 

（2）変更後の連結子会社の数 

 29社 

２ 持分法の適用に関する事

項の変更 

（1）持分法適用非連結子会社 

 ① 持分法適用非連結子会社の変更 

  東北東洋商事㈱、㈱関西エルピージ

ーセンター及び㈱エステックスは、第

１四半期連結会計期間に清算結了した

ため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

  東北コスモガス㈱は、第２四半期連

結会計期間において、㈱コスモガス仙

台サービスセンターを合併しておりま

す。 

  中部資材㈱は、第２四半期連結会計

期間において株式の取得により子会社

となったため、持分法適用の範囲に含

めております。 

  関東コスモガス㈱、近畿コスモガス

㈱及び兵庫ツバメプロパン販売㈱は、

当第３四半期連結会計期間において所

有株式をすべて売却したため、持分法

適用の範囲から除外しております。 

 ② 変更後の持分法適用非連結子会社数 

 26社 
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当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

３ 会計処理基準に関する事

項の変更 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更 

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法に

よる原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として総平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。  

 これにより、当第３四半期連結累計期

間の営業損失、経常損失及び税金等調整

前四半期純損失は、それぞれ67,833百万

円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

当該箇所に記載しております。  

  （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

の変更 

有形固定資産 

（追加情報）  

 当社及び一部の国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当連結会計年度か

ら改正後の法人税法に基づく耐用年数に

よっております。 

 この変更に伴い、減価償却費が838百

万円増加し、従来の方法に比べ当第３四

半期連結累計期間の営業損失、経常損失

及び税金等調整前四半期純損失は、それ

ぞれ761百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は

当該個所に記載しております。  

（3）「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用

しております。  
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当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  （4）リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、適用開始前に発生し

た所有権移転外ファイナンス・リース取

引については従来の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。  

 これに伴う、営業損失、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失に与える影響

は、軽微であります。 
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【簡便な会計処理】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１ たな卸資産に含まれる未

実現損益の消去の算定方法 

 たな卸資産に含まれる未実現損益の消去

に関して、前連結会計年度又は直前の四半

期連結会計期間から取引状況に大きな変化

がないと認められる場合に、前連結会計年

度又は直前の四半期連結会計期間で使用し

た利益率を使用して算定する方法によって

おります。 

２ たな卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末におけるたな卸高

の算出に関して、実地棚卸を省略し前連結

会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によってお

ります。  

 また、たな卸資産の簿価切下げに関し

て、貯蔵品に関しては営業循環過程から外

れた滞留又は処分見込等のもので前連結会

計年度末において帳簿価額を処分見込価額

まで切り下げているものについては、前連

結会計年度以降に著しい変化がないと認め

られる限り、前連結会計年度末の貸借対照

表価額で計上する方法によっております。

３ 法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

て、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる場合に、前連結会計年

度末において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によ

り算定しております。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１ 税金費用の計算  当社及び一部の連結子会社における税金

費用については、当第３四半期連結会計期

間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 内訳 

  （百万円）

商品 1,036 

製品 97,329 

※１ 内訳 

  （百万円）

商品 1,042 

製品 116,017 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円） 

674,022 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

（百万円） 

661,454 

※３ 無形固定資産には、のれん129百万円が含まれており

ます。 

────── 

 ４ 偶発債務 

(1)保証債務  

連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入金

等に対し債務保証を行っております。 

(2)訴訟関係 

防衛庁への石油製品納入に係る入札に関し当社他が

独占禁止法違反に問われている件につきましては、平

成20年１月16日付をもって公正取引委員会から課徴金

納付命令（金額1,751百万円）を受けましたが、平成20

年２月15日当社は更なる審理を求め、公正取引委員会

へ審判手続の開始請求を行い、これを受けて公正取引

委員会は平成20年３月24日付で審判開始決定を行い、

当第３四半期連結会計期間中、２回の期日が開かれま

した。 

  （百万円）

従業員 1,964 

特約店等４社 284 

合計 2,249 

 ４ 偶発債務 

(1)保証債務  

連結子会社以外の会社等の金融機関等からの借入金

等に対し債務保証を行っております。 

(2)訴訟関係 

防衛庁への石油製品納入に係る入札に関し当社他が

独占禁止法違反に問われている件につきましては、平

成20年１月16日付をもって公正取引委員会から課徴金

納付命令（金額1,751百万円）を受けましたが、平成20

年２月15日当社は更なる審理を求め、公正取引委員会

へ審判手続の開始請求を行い、これを受けて公正取引

委員会は平成20年３月24日付で審判開始決定を行いま

した。 

  （百万円）

従業員 2,358 

特約店等４社 291 

合計 2,650 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 法人税等の表示方法 

 当第３四半期連結累計期間における税金費用につい

ては、特有の会計処理により計算しているため、法人

税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費用項目及び

金額は次のとおりであります。 

       支払運賃        7,281百万円 

 ※２ 法人税等の表示方法 

 当第３四半期連結会計期間における税金費用につい

ては、特有の会計処理により計算しているため、法人

税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

２ 自己株式の種類及び株式数 

３ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 107,293

有価証券勘定 12,490

 計 119,784

取得から償還日までの期間が３ヶ月

を超える債券等 
△1,510

現金及び現金同等物 118,273

普通株式  847,705,087株 

普通株式  589,907株 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 4,237 ５  平成20年３月31日  平成20年６月25日 利益剰余金 

平成20年11月５日 

取締役会 
普通株式 2,542 ３  平成20年９月30日  平成20年12月９日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主要な製品名又は事業内容 

(1)石油事業：揮発油・ナフサ・灯油・軽油・重油・原油・潤滑油・液化石油ガス・アスファルト・石油化学

製品等 

(2)石油開発事業：原油の生産、採掘及び探鉱 

(3)その他の事業：工事業、保険代理業、リース業、旅行業他 

３ 会計方針の変更 

（当第３四半期連結累計期間） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ （1）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。なお、この変更により

従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、石油事業で67,833百万円増加

しております。 

４ 追加情報  

（当第３四半期連結累計期間） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ （2）追加情報に記載のとおり、当社

及び一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から改正後の法人税法に基づく耐用年

数によっております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営

業損失は、石油事業で761百万円増加しております。 

 
石油事業 
(百万円) 

石油開発事
業(百万円) 

その他の事
業(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 799,119 10,503 8,844 818,467 － 818,467 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
167 16,988 16,910 34,065 (34,065) － 

計 799,286 27,492 25,754 852,533 (34,065) 818,467 

営業利益又は営業損失（△） △189,975 16,349 739 △172,886 1,310 △171,576 

 
石油事業 
(百万円) 

石油開発事
業(百万円) 

その他の事
業(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 2,766,459 34,914 31,611 2,832,984 － 2,832,984 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
577 40,512 39,136 80,226 (80,226) － 

計 2,767,036 75,426 70,748 2,913,211 (80,226) 2,832,984 

営業利益又は営業損失（△） △153,785 45,937 1,639 △106,207 499 △105,707 
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【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法       地理的近接度によっております。 

(2)その他の地域に属する主な国又は地域 シンガポール、アメリカ、イギリス、ＵＡＥ、カタール、 

オーストラリア 

２ 会計方針の変更 

（当第３四半期連結累計期間） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ （1）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用され

たことに伴い、通常の販売目的で保有するたな卸資産については、主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。なお、この変更により

従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本で67,705百万円、その他

の地域で127百万円それぞれ増加しております。 

３ 追加情報 

（当第３四半期連結累計期間） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３ （2）追加情報に記載のとおり、当社

及び一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から改正後の法人税法に基づく耐用年

数によっております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営

業損失は、日本で761百万円増加しております。 

 
日本 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 786,278 32,189 818,467 － 818,467 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
10,215 99,703 109,918 (109,918) － 

計 796,494 131,892 928,386 (109,918) 818,467 

営業利益又は営業損失（△） △189,762 16,432 △173,329 1,752 △171,576 

 
日本 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高          

(1)外部顧客に対する売上高 2,698,792 134,192 2,832,984 － 2,832,984 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
78,147 295,645 373,793 (373,793) － 

計 2,776,939 429,838 3,206,778 (373,793) 2,832,984 

営業利益又は営業損失（△） △153,220 46,591 △106,628 920 △105,707 
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【海外売上高】 

 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

（注）１ 国又は地域の区分は地理的近接度によっておりますが、各売上高が少額のため、「海外売上高」として一括し

て記載しております。 

２ 主な国又は地域  アジア、北米 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 78,787 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 818,467 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.6 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 357,565 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 2,832,984 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.6 
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（有価証券関係） 

著しい変動がないため記載を省略しております。 

（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）  

 事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に

比して著しい変動が認められるものは以下のとおりであります。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

１ 通貨関連 

（注）１ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

２ 金利関連 

（注）１ 時価の算定方法 

取引金融機関から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

３ 商品関連 

（注）１ 時価の算定方法 

製品先物取引…ニューヨーク・マーカンタイル取引所における最終価格を基準に算出しております。 

製品先渡取引…オイル・プライス・インフォメーション・サービスのアセスメントにおける最終価格を基準に

算出しております。 

原油スワップ取引…取引金融機関等から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

該当事項はありません。 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

市場取引以外の取引 

為替予約取引      
買建      

米ドル 23,490 246 △1,078 

通貨オプション取引       
買建      
コール      

米ドル 16,385 180 △111 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

市場取引以外の取引 

金利スワップ取引      

受取固定・支払変動 11,000 23 57 

受取変動・支払固定 11,000 △648 205 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

市場取引 
製品先物取引      

売建 1,064 1,060 4 

 市場取引以外の取引 
製品先渡取引      

売建 1 △1 △3 

  原油スワップ取引      

 市場取引以外の取引 固定売・変動買  960 336 336 

  固定買・変動売  408 215 215 
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（１株当たり情報） 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 400.58円 １株当たり純資産額 522.84円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 96.86円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 132.88円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に 

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため、記載しておりません。 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（百万円） 82,055 112,567 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 82,055 112,567 

期中平均株式数（千株） 847,122 847,118 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について、当社

グループは第１四半期連結会計期間より、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本

公認会計士協会 会計制度委員会）を早期適用しておりま

す。また、過年度に発生した所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、従来の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

 「リース取引に関する会計基準」に則り不動産取引を考

慮した結果、前連結会計年度末に比べ、当該取引残高に著

しい増加が認められます。 

  （百万円）

著しく増加したリース取引に係る

未経過リース料残高相当額 
3,471 
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２【その他】 

 (1) 決算日後の状況 

   特記事項はありません。 

 (2) 訴訟 

防衛庁への石油製品納入に係る入札に関し当社他が独占禁止法に問われている件につきましては、課徴金納付

命令に係る公正取引委員会における審判手続は、当第３四半期連結会計期間中、２回の期日が開かれました。 

東京地方裁判所に係属しております不当利得返還請求訴訟は、当第３四半期連結会計期間中、１回の期日が 

開かれました。 

 (3) 中間配当 

 平成20年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額……………………2,542百万円 

② １株当たりの金額…………………………………金 ３円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月９日 

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成21年２月10日

コスモ石油株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 阿部 隆哉  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 横井 直人  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 岩本 宏稔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコスモ石油株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コスモ石油株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結

会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されたことに伴い、評価基準について、原価法から原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2009/02/09 20:20:4708529281/コスモ石油株式会社/四半期報告書/2008-12-31


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】 
	第１【企業の概況】 
	１【主要な経営指標等の推移】 
	２【事業の内容】 
	３【関係会社の状況】 
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】 
	１【生産、受注及び販売の状況】 
	２【経営上の重要な契約等】 
	３【財政状態及び経営成績の分析】 

	第３【設備の状況】 
	第４【提出会社の状況】 
	１【株式等の状況】 
	（１）【株式の総数等】 
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【ライツプランの内容】 
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 
	（５）【大株主の状況】 
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】 
	３【役員の状況】 

	第５【経理の状況】 
	１ 【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】 


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
	四半期レビュー報告書

	NextPage0_3-2009/02/09 20:26:344362276: - 1 -
	NextPage0_4-2009/02/09 20:26:349205809: - 2 -
	NextPage0_5-2009/02/09 20:26:349362052: - 3 -
	NextPage0_6-2009/02/09 20:26:349518295: - 4 -
	NextPage0_7-2009/02/09 20:26:349830781: - 5 -
	NextPage0_8-2009/02/09 20:26:349987024: - 6 -
	NextPage0_9-2009/02/09 20:26:350143267: - 7 -
	NextPage0_10-2009/02/09 20:26:350455753: - 8 -
	NextPage0_11-2009/02/09 20:26:350611996: - 9 -
	NextPage0_12-2009/02/09 20:26:350768239: - 10 -
	NextPage0_13-2009/02/09 20:26:351080725: - 11 -
	NextPage0_14-2009/02/09 20:26:351236968: - 12 -
	NextPage0_15-2009/02/09 20:26:351393211: - 13 -
	NextPage0_16-2009/02/09 20:26:351705697: - 14 -
	NextPage0_17-2009/02/09 20:26:351861940: - 15 -
	NextPage0_18-2009/02/09 20:26:352018183: - 16 -
	NextPage0_19-2009/02/09 20:26:352174426: - 17 -
	NextPage0_20-2009/02/09 20:26:352486912: - 18 -
	NextPage0_21-2009/02/09 20:26:352643155: - 19 -
	NextPage0_22-2009/02/09 20:26:352799398: - 20 -
	NextPage0_23-2009/02/09 20:26:353111884: - 21 -
	NextPage0_24-2009/02/09 20:26:353268127: - 22 -
	NextPage0_25-2009/02/09 20:26:353424370: - 23 -
	NextPage0_26-2009/02/09 20:26:353580613: - 24 -
	NextPage0_27-2009/02/09 20:26:353893099: - 25 -
	NextPage0_28-2009/02/09 20:26:354049342: - 26 -
	NextPage0_29-2009/02/09 20:26:354205585: - 27 -
	NextPage0_30-2009/02/09 20:26:354361828: - 28 -
	NextPage0_31-2009/02/09 20:26:354674314: - 29 -


